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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。なお、従業員数欄の( )内は、外書きで中間会計期間(年間)の平均臨時雇
用者数を記載しております。 

３ 平成16年２月20日付で、普通株式１株を３株への株式分割を行っております。 
４ 平成16年６月18日付けで、4,000株の公募増資を行っております。その結果、資本金は1,450,207千円、発行済株式総数は
33,550株となっております。 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日 

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日 

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日 

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

(1) 連結経営指標等       

売上高 (千円) 2,649,933 2,469,245 2,976,810 5,162,890 4,774,090

経常利益 (千円) 464,480 465,646 302,198 758,958 560,055

中間(当期)純利益 (千円) 250,370 259,707 193,922 404,660 276,859

純資産額 (千円) 3,724,554 4,019,095 4,171,458 3,878,622 4,119,691

総資産額 (千円) 5,485,832 5,534,479 7,071,946 5,383,543 5,811,229

１株当たり純資産額 (円) 111,015.04 119,794.20 120,062.71 115,607.23 118,921.89

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 8,391.57 7,740.92 5,590.47 12,764.09 8,218.82

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 7,899.13 7,323.97 5,342.36 12,054.58 7,812.50

自己資本比率 (％) 67.9 72.6 59.0 72.0 70.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 623,203 537,326 316,687 692,702 138,081

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △51,261 △151,913 △234,132 △37,300 △1,471,624

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 984,363 △159,694 905,260 838,765 261,093

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 2,145,064 2,311,963 2,031,015 2,083,262 1,042,793

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
187 

(25)

217

(26)

260

(34)

194 

(26)

237

(28)

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (千円) 2,648,418 2,451,831 2,354,843 5,139,046 4,665,381

経常利益 (千円) 468,559 475,397 242,221 765,054 637,707

中間(当期)純利益 (千円) 253,537 267,892 135,995 409,911 359,747

資本金 (千円) 1,450,207 1,450,207 1,483,244 1,450,207 1,480,372

発行済株式総数 (株) 33,550 33,550 34,744 33,550 34,642

純資産額 (千円) 3,745,058 4,045,470 4,212,273 3,901,638 4,192,888

総資産額 (千円) 5,514,921 5,557,673 7,033,553 5,436,977 5,716,457

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 3,900.00 3,900.00

自己資本比率 (％) 67.9 72.8 59.9 71.8 73.3

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
166 

(25)

187

(26)

198

(34)

169 

(26)

182

(28)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当社グループ(当社及び連結子会社)は単一セグメントに該当するため、従業員数は一括して記載しております。 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、当中間連結会計期間の平均臨時雇用社員の人数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、当中間会計期間の平均臨時雇用社員の人数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び連結子会社には労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 260(34) 

従業員数(名) 198(34) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な個人消費や企業収益の改善による活発な設備投資の需要に支

えられ、景気回復が続きました。 

Connectivity & Wireless solution事業では、世界的に拡大するネットワーク化の流れに後押しされ、プリント

サーバ、デバイスサーバの出荷台数が前年同期を上回って推移いたしました。国内におきましては、プリントサー

バの供給形態のソフトウエア化が進展し、出荷台数の増加と比較すると売上金額の伸びは抑えられる傾向が続いて

おりますが、海外におきましては、昨年12月に営業譲渡を受けた米国TROY社のWireless & Connectivity部門を加

え、大幅増収となりました。 

Biometrics Authentication solution事業では、企業の個人情報に対するセキュリティ意識の高まりから販売が

堅調で、出荷金額は前年同期を上回りました。また、５月末には新製品(S１)を発売し、順調に出荷を開始しまし

た。 

この結果、当中間連結会計期間の売上高は、Connectivity & Wireless solution事業が前年同期比22.3％増加の

26億57百万円、Biometrics Authentication solution事業が前年同期比19.0％増加の１億71百万円、その他事業の

売上高は前年同期比2.8％減少の１億48百万円、全体の売上高は前年同期比20.6％増加の29億76百万円となりまし

た。 

一方、一部主要顧客のソフトウエアロイヤリティ契約について、前連結会計年度までは年間販売見込み台数の半

分に相当するロイヤリティを契約時に支払を受け、売上計上しておりましたが、当中間連結会計期間より販売台数

の実績に応じて四半期毎に支払を受け、売上計上する形に改めました。主要顧客であるプリンタメーカとの契約時

期は３月あるいは４月が多いため、前連結会計年度まではソフトウエアロイヤリティが上半期に偏っておりました

が、今回の変更に伴い、売上総利益の季節的な偏りが改善され、年間を通じて平準化される傾向となっておりま

す。この結果、当中間連結会計期間のソフトウエアロイヤリティ収入は、前年同期と比較して１億47百万円減少し

ました。これによって売上総利益率が前年同期と比べ抑えられる結果となりました。 

また、昨年12月の米国TROY社の部門買収に伴う米国及び欧州拠点の統合・再編に際し、工場及び事務所の移転、

雇用調整等に関わる一時的な初期費用を計上したため、販売費及び一般管理費が増加いたしました。 

この結果、当中間連結会計期間の営業利益は前年同期比30.3％減少の３億16百万円、経常利益は35.1％減少の３

億２百万円、中間純利益は25.3％減少の１億93百万円となりました。 

なお、前連結会計年度より事業部門区分を変更したため、前年同期比較にあたっては前中間連結会計期間分を変

更後の事業部門区分に組替えて表示しております。 

  

所在地別セグメントの業績は次の通りであります。 

① 日本 

国内販売におきましては、ロイヤリティの契約形態の変更等の影響により、売上高は22億40百万円、営業利益は

２億54百万円となりました。 



② 北米 

北米におきましては、昨年12月に営業を譲受けたTROY社のWireless部門が業績に寄与し、売上高は６億66百万円

となりました。また、TROY社のWireless部門との統合に伴い、雇用調整などに伴う費用が発生し、営業損失は３百

万円となりました。 

③ その他の地域 

売上高は69百万円となりましたが、市場開拓のためのマーケティング費用の発生等により営業損失が26百万円と

なりました。 

なお、前中間連結会計期間は所在地別セグメント情報を作成していないため、前年同期との比較分析は行ってお

りません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は前中間連結会計期間に比べ２億80百万円減少し、20億31百

万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは３億16百万円となり、前中間連結会計期間に比べ２億20百万円減少して

おります。これは主に、たな卸資産及び法人税等の支払額が減少したものの、税金等調整前中間純利益及び売上

債権の減少額が減少したこと並びに未収入金が増加したことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは△２億34百万円となり、前中間連結会計期間に比べ82百万円減少してお

ります。これは主に、投資有価証券の取得による支出が減少したものの、無形固定資産の取得による支出が増加

したことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは９億５百万円となり、前中間連結会計期間に比べ10億64百万円増加して

おります。これは主に、長期借入金の返済による支出及び社債の償還による支出が増加したものの、社債の発行

による収入が増加したことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 前連結会計年度より事業部門区分を変更したため、前年同期比較にあたっては前中間連結会計期間分を変更後の事業部門

区分に組替えて表示しております。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 前連結会計年度より事業部門区分を変更したため、前年同期比較にあたっては前中間連結会計期間分を変更後の事業部門

区分に組替えて表示しております。 

  

区分 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

Connectivity & Wireless solution事業 2,708,293 125.5 

Biometrics Authentication solution事業 149,016 72.6 

その他事業 143,736 102.4 

合計 3,001,045 119.8 

区分 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

Connectivity  &  Wireless 
solution事業 

2,371,262 106.2 746,893 133.2 

Biometrics  Authentication 
solution事業 

166,391 73.7 48,943 61.3 

その他事業 157,656 112.4 122,221 93.2 

合計 2,695,310 103.7 918,058 119.0 



(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 前連結会計年度より事業部門区分を変更したため、前年同期比較にあたっては前中間連結会計期間分を変更後の事業部門

区分に組替えて表示しております。 

３ 当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

４ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

Connectivity & Wireless solution事業 2,657,255 122.3 

Biometrics Authentication solution事業 171,267 119.0 

その他事業 148,287 97.2 

合計 2,976,810 120.6 

区分 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額 (千円) 割合 (％) 金額(千円) 割合(％) 

京セラミタ株式会社 615,145 24.9 814,529 27.4



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、LAN、インターネット関連技術、無線通信関連技術及びバイオメトリクス技術に関する研究開発活

動を行っております。当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、206,252千円であります。 

  

(1) 研究開発活動の概要 

当社グループの研究開発方針および特徴は以下のとおりであります。 

① LAN、インターネット、無線通信、バイオメトリクスに関する技術開発、研究開発に積極的に投資し、顧客へ

の対応力を高める。 

② 顧客へいち早く提案できる新技術を保有し、顧客製品に当社の技術を組込むことに重点を置く。 

③ 当社の提供する技術は可能な限りブラックボックスがないことを前提とし、製品開発の過程をすべて自社で対

応できる能力を実現する。そのために必要な新技術等については積極的に投資をし、社内で完全な開発技術の

習得及び対応力を取得することを目指す。 

  

(2) 研究開発活動の成果 

当中間会計期間における研究開発活動の成果 

① UWB無線XGAソリューション 

当社では、昨年、世界で初めてUWB無線技術を利用して高画質ハイビジョン映像を高速で転送するUWB XGAソリ

ューションを開発いたしました。平成18年２月にはこのUWB XGAソリューションの評価キットを開発し、UWB関

連機器メーカやUWB部品関連ベンダ、大学・研究機関に向けて販売を開始いたしました。日本におけるUWB法制

化の動きに対応し、UWBソリューションビジネスのメニュー拡充を進めております。 

② シリアルデバイスサーバ 

従来は困難であった、シリアルポート搭載機器のネットワーク接続を可能にするシリアルデバイスサーバを開

発しました。Connectivity & Wireless solution事業の製品ラインを大幅に強化するもので、プリンタ市場だ

けでなく、医療機器市場、FA機器市場、輸送機器市場へとソリューションの領域を拡大しております。当製品

は平成17年12月に営業を譲り受けたTROY社のワイヤレス部門が開発した製品を、当社のこれまで培ったネット

ワーク技術と融合させて国内向けに販売するものであります。 

③ 真皮指紋センサ「S1」 

指表面（表皮）の更に下層にある完全な指紋パターンが形成された「真皮」をRF方式で読み取り、指乾燥や指

の表面に傷があっても、高い精度で指紋の特徴点データの取得を可能にする製品を平成18年５月に開発・販売

いたしました。精度の高いセンサに当社独自のアルゴリズムを最適化して搭載することで業界最高水準の品質

を誇る製品となっております。 

④ Connectivity & Wireless solution事業における製品体系強化 

無線LAN対応機器の市場が急拡大していることを背景に、無線LANモジュールに関して、平成18年５月に

IEEE802.11a規格に対応した製品「SX-10WAG」を開発、販売開始いたしました。また、ソフトウェア体系について

も、当社のソフトウェア資産を再編し、組込み用ソフトウェアモジュール群「Embedded Software Suite(ESS)」を

商品化する計画を平成18年６月に発表し、開発に着手いたしました。今後はネットワークに接続可能な製品市場の

更なる成長が見込まれており、当社においても積極的な製品開発を行ってまいります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りませんが、新たに以下の設備の新設計画を決定しております。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

設備の内容 
所在地 
敷地面積 

投資予定総額
(千円) 

着工予定
年月 

業務開始予定
年月 

完成後の機能 

大阪拠点 
新社屋の建設 

京都府相楽郡 
11,195.44㎡ 

800,000 平成18年12月 平成20年１月
研究開発機能、生産機能、管理本
部機能を一棟に集約し、業務運営
を行う。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

(注) １ 発行済株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２ 平成18年７月１日から平成18年８月31日までのストックオプションの権利行使及び新株予約権付社債の株式への転換によ

り、発行済株式総数が4,567株増加しております。 

３ 「提出日現在発行数」欄には、平成18年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 89,400

計 89,400

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 34,744 39,311
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 34,744 39,311 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権 

(平成14年８月22日 臨時株主総会 特別決議) 
  

  
(注) 新株予約権１個につき目的となる株式数は６株であります。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個)(注) 159 142 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)(注) 954 852 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 55,000 55,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年９月１日
至 平成19年８月31日 

自 平成16年９月１日 
至 平成19年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 55,000
資本組入額 27,500

発行価格 55,000
資本組入額 27,500

新株予約権の行使の条件 

１ 新株予約権の割当を受け
た者は、権利行使時にお
いても、当社又は、当社
の子会社の取締役、監査
役もしくは従業員の地位
にあることを要す。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由がある場合はこの
限りではない。 

２ その他細目については、
当社と対象者の間で締結
した新株予約権割当契約
に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その
他一切の処分は認められない
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



(平成15年３月28日 定時株主総会 特別決議) 

  

(注) 新株予約権１個につき目的となる株式数は６株であります。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個)(注) ８ ８ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)(注) 48 48 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 77,500 77,500 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年４月15日
至 平成20年４月14日 

自 平成17年４月15日 
至 平成20年４月14日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 77,500
資本組入額 38,750

発行価格 77,500
資本組入額 38,750

新株予約権の行使の条件 

１ 新株予約権の割当を受け
た者は、権利行使時にお
いても、当社又は、当社
の子会社の取締役、監査
役もしくは従業員の地位
にあることを要す。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由がある場合はこの
限りではない。 

２ その他細目については、
当社と対象者の間で締結
した新株予約権割当契約
に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その
他一切の処分は認められない
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



(平成16年３月30日 定時株主総会 特別決議) 

  

(注) 新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。 

  
中間会計期間末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個)(注) 337 337 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)(注) 337 337 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 350,223 350,223 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年４月15日
至 平成21年４月14日 

自 平成18年４月15日 
至 平成21年４月14日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 350,223
資本組入額 175,112

発行価格 350,223
資本組入額 175,112

新株予約権の行使の条件 

１ 新株予約権の割当を受け
た者は、権利行使時にお
いても、当社又は、当社
の子会社の取締役、執行
役もしくは従業員の地位
にあることを要す。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由がある場合はこの
限りではない。 

２ その他細目については、
当社と対象者の間で締結
した新株予約権割当契約
に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する時には
取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



(平成18年３月29日 定時株主総会 特別決議) 

  

(注) 新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。 

  
中間会計期間末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個)(注) 699 699 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)(注) 699 699 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 311,755 311,755 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年４月15日
至 平成23年４月14日 

自 平成20年４月15日 
至 平成23年４月14日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 311,755
資本組入額 155,878

発行価格 311,755
資本組入額 155,878

新株予約権の行使の条件 

１ 新株予約権の割当を受け
た者は、権利行使時にお
いても、当社又は、当社
の子会社の取締役、執行
役もしくは従業員の地位
にあることを要す。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由がある場合はこの
限りではない。 

２ その他細目については、
当社と対象者の間で締結
した新株予約権付与契約
に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する時には
取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



平成13年改正旧商法第341条ノ２の規定に基づく新株予約権付社債 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債(平成18年４月19日発行) 
  

  
中間会計期間末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個) 48 16 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 6,250(注１) 2,207(注１) 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 192,000 181,200 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年４月20日
至 平成20年４月17日 

自 平成18年４月20日 
至 平成20年４月17日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 192,000(注２)
資本組入額 96,000(注３)

発行価格 181,200(注２)
資本組入額 90,600(注３)

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債を繰上償還する
場合または当社が本社債につ
き期限の利益を喪失した場合
には、それぞれ償還日または
期限の利益の喪失日以後本新
株予約権を行使することはで
きない。当社が本新株予約権
付社債の社債権者の請求によ
り本社債を繰上償還する場合
には、本新株予約権付社債券
が償還金支払場所に提出され
た時以降、本新株予約権を行
使することはできない。ま
た、各本新株予約権の一部行
使はできないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債は商法第
341条ノ２第４項の定めによ
り本社債または本新株予約権
のうち一方のみを譲渡するこ
とはできない。 

同左 

代用払込みに関する事項 

商法第341条ノ３第１項第７
号および第８号により、本新
株予約権を行使したときは、
かかる行使をした者から、当
該本新株予約権に係る本社債
の全額の償還に代えて当該本
新株予約権の行使に際して払
込をなすべき額の全額の払込
がなされたものとする旨の請
求があったものとみなし、か
つ当該請求に基づく払込があ
ったものとする。 

同左 

新株予約権付社債の残高(千円) 1,200,000 400,000 



(注) １ 本新株予約権付社債の残高を転換価額で除して得られる最大整数であります。 

２ 本新株予約権付社債の転換価額は、次のとおり修正または調整されます。 

(1) 転換価額の修正 

本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金曜日(ただし、初回は平成18年４月28日とする。)(以下「決定日」という。)

の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで(当日を含む。)の３連続取引日(ただし、終値(終値のない場合は、気配表示

を含む。以下同じ。)のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの３連続取引日と

する。以下「時価算定期間」という。)の株式会社ジャスダック証券取引所(当社普通株式が他の証券取引所に上場され

た場合には、当社普通株式の普通取引の出来高および値付率等を考慮して当社が最も適切と判断する証券取引所とす

る。以下同じ。)における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額(100円未満を切り捨て

る。以下「決定日価額」という。)に修正される。なお、時価算定期間内に、下記(2)で定める転換価額の調整事由が生

じた場合には、修正後の転換価額は、本新株予約権付社債の社債要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。た

だし、かかる算出の結果、決定日価額が157,500円(以下「下限転換価額」という。ただし、下記(2)による調整を受け

る。)を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とし、決定日価額が472,500円(以下「上限転換価額」とい

う。ただし、下記(2)による調整を受ける。)を上回る場合には、修正後の転換価額は上限転換価額とする。 

(2) 転換価額の調整 

当社は、本新株予約権付社債の発行後、当社普通株式数に変更を生じる場合または変更を生ずる可能性がある場合は、

次に定める算式をもって転換価額を調整する。 
  

  
３ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の資本組入額は、当社普通株式１株の発行価格に0.5

を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。 

  

        
既発行株式数 ＋

新発行・処分株式数 ×１株あたりの発行・処分価額 

調整後 
転換価額 

＝ 
調整前 
転換価額 

× 
時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年１月１日～ 
平成18年６月30日 

102 34,744 2,872 1,483,244 2,872 1,535,615

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

河 野 剛 士 奈良県奈良市 2,655 7.64

寺 西 太 一 大阪府東大阪市 2,270 6.53

福 西   裕 大阪府東大阪市 1,000 2.88

サイレックス・テクノロジー 
社員持株会 

大阪府東大阪市小阪本町１－６－20 960 2.76

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 710 2.04

真 鍋 光 明 兵庫県西宮市 700 2.01

グローリー工業株式会社 兵庫県姫路市下手野１－３－１ 600 1.73

クレデイエツトバンク エスエ
イ ルクセンブルジヨワーズ 
シリウス フアンド ジヤパン 
オパチユニテイズ サブ フア
ンド 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

ルクセンブルク 
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

500 1.44

株式会社モトックス 大阪府東大阪市小阪本町１－９－10 480 1.38

平 岡  篤 奈良県生駒市 300 0.86

計 ― 10,175 29.29



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

（注）「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が５株(議決権５個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 34,740 34,740
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 普通株式 ４ ― 同上 

発行済株式総数 34,744 ― ― 

総株主の議決権 ― 34,740 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 371,000 332,000 338,000 316,000 278,000 230,000

最低(円) 300,000 219,000 280,000 262,000 203,000 182,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書きに

より、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について

は中央青山監査法人の中間監査を受けており、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで) 及

び当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については霞

が関監査法人並びにあらた監査法人の中間監査を受けております。 

  

３ 会計監査人の交代 

当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

  

前中間連結会計期間及び前中間会計期間の 
中間連結財務諸表及び中間財務諸表 

中央青山監査法人

当中間連結会計期間及び当中間会計期間の 
中間連結財務諸表及び中間財務諸表 

霞が関監査法人
あらた監査法人 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    790,704 859,667   671,537 

２ 受取手形及び売掛金 ※２  896,586 1,095,174   1,221,267 

３ 有価証券    1,751,708 1,401,921   601,826 

４ たな卸資産    630,847 813,851   842,273 

５ 未収入金    233,884 363,774   223,814 

６ その他    163,566 214,529   80,627 

貸倒引当金    △1,976 △8,101   △6,923 

流動資産合計    4,465,322 80.7 4,740,817 67.0   3,634,423 62.5

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 土地    277,054 277,054   277,054 

(2) その他    229,096 254,183   250,227 

有形固定資産合計    506,150 9.1 531,237 7.5   527,281 9.1

２ 無形固定資産          

(1) 営業権    ― 955,637   979,105 

(2) その他    42,780 247,906   111,672 

無形固定資産合計    42,780 0.8 1,203,543 17.0   1,090,777 18.8

３ 投資その他の資産    520,225 9.4 596,346 8.5   558,745 9.6

固定資産合計    1,069,157 19.3 2,331,128 33.0   2,176,805 37.5

資産合計    5,534,479 100.0 7,071,946 100.0   5,811,229 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    331,609 320,774   311,961 

２ １年以内返済予定 
  長期借入金    ― 96,096   96,096 

３ １年以内償還予定 
  社債    244,000 120,000   220,000 

４ 未払法人税等    273,225 175,727   84,614 

５ その他    275,248 341,316   287,494 

流動負債合計    1,124,083 20.3 1,053,914 14.9   1,000,166 17.2

Ⅱ 固定負債          

１ 社債    120,000 ―   10,000 

２ 新株予約権付社債    ― 1,200,000   ― 

３ 長期借入金    ― 349,973   400,571 

４ 退職給付引当金    227,400 252,700   236,900 

５ 役員退職慰労引当金    43,900 43,900   43,900 

固定負債合計    391,300 7.1 1,846,573 26.1   691,371 11.9

負債合計    1,515,383 27.4 2,900,487 41.0   1,691,537 29.1

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,450,207 26.2 ― ―   1,480,372 25.5

Ⅱ 資本剰余金    1,502,578 27.1 ― ―   1,532,743 26.4

Ⅲ 利益剰余金    1,050,189 19.0 ― ―   1,067,340 18.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    14,179 0.3 ― ―   9,412 0.1

Ⅴ 為替換算調整勘定    1,941 0.0 ― ―   29,823 0.5

資本合計    4,019,095 72.6 ― ―   4,119,691 70.9

負債及び資本合計    5,534,479 100.0 ― ―   5,811,229 100.0

           



  

  
  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 1,483,244 21.0   ― ―

２ 資本剰余金    ― ― 1,535,615 21.7   ― ―

３ 利益剰余金    ― ― 1,126,158 15.9   ― ―

株主資本合計    ― ― 4,145,018 58.6   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 22,161 0.3   ― ―

２ 為替換算調整勘定    ― ― 4,278 0.1   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 26,440 0.4   ― ―

純資産合計    ― ― 4,171,458 59.0   ― ―

負債及び純資産合計    ― ― 7,071,946 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    2,469,245 100.0 2,976,810 100.0   4,774,090 100.0

Ⅱ 売上原価    1,105,626 44.8 1,488,871 50.0   2,404,406 50.4

売上総利益    1,363,618 55.2 1,487,939 50.0   2,369,683 49.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  909,596 36.8 1,171,368 39.4   1,838,730 38.5

営業利益    454,022 18.4 316,570 10.6   530,953 11.1

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   597   747 1,484   

２ 受取配当金   500   220 761   

３ 役員保険解約益   6,709   2,646 6,709   

４ 為替差益   4,394   ― 24,447   

５ その他   2,913 15,115 0.6 1,087 4,702 0.1 3,820 37,223 0.8

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   1,835   4,620 3,897   

２ 支払保証料   1,101   465 2,204   

３ 新株発行費   ―   427 1,027   

４ 社債発行費   ―   6,544 ―   

５ 為替差損   ―   6,310 ―   

６ 売掛債権売却損   553   584 971   

７ その他   ― 3,490 0.1 120 19,073 0.6 18 8,121 0.2

経常利益    465,646 18.9 302,198 10.1   560,055 11.7

Ⅵ 特別利益          

１ 貸倒引当金戻入益   700 700 0.0 ― ― 200 200 0.0

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産除却損 ※２ 757 757 0.0 94 94 0.0 6,663 6,663 0.1

税金等調整前 
中間(当期)純利益    465,589 18.9 302,104 10.1   553,591 11.6

法人税、住民税 
及び事業税   259,103   167,417 300,597   

法人税等調整額   △53,221 205,881 8.4 △59,234 108,182 3.6 △23,864 276,732 5.8

中間(当期)純利益    259,707 10.5 193,922 6.5   276,859 5.8

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,502,578 1,502,578

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１ 増資による新株式の発行 ― ― 30,165 30,165

Ⅲ 資本剰余金 
中間期末(期末)残高 

1,502,578 1,532,743

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 921,326 921,326

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 中間(当期)純利益 259,707 259,707 276,859 276,859

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 130,845 130,845 130,845 130,845

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末(期末)残高 

1,050,189 1,067,340

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 
その他有価証券 

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

平成17年12月31日残高(千円) 1,480,372 1,532,743 1,067,340 4,080,455 9,412 29,823 

中間連結会計期間中の変動額             

 新株の発行 2,872 2,872   5,745     

 剰余金の配当     △135,103 △135,103     

 中間純利益     193,922 193,922     

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
        12,748 △25,544 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

2,872 2,872 58,818 64,563 12,748 △25,544 

平成18年６月30日残高(千円) 1,483,244 1,535,615 1,126,158 4,145,018 22,161 4,278 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

 465,589 302,104 553,591

２ 減価償却費  58,054 62,356 129,746

３ 貸倒引当金の増加額 
(減少は△) 

 △797 1,177 △452

４ 退職給付引当金の増加額  2,900 15,800 12,400

５ 役員退職慰労引当金 
  の減少額 

 △26,500 ― △26,500

６ 受取利息及び受取配当金  △1,098 △967 △2,246

７ 支払利息  1,835 4,620 3,897

８ 役員保険解約益  △6,709 △2,646 △6,709

９ 新株発行費  ― 427 1,027

10 社債発行費  ― 6,544 ―

11 固定資産除売却損  757 94 6,663

12 売上債権の減少額  271,703 121,406 57,421

13 たな卸資産の減少額 
(増加は△) 

 △129,899 22,836 △146,948

14 未収入金の減少額 
  (増加は△) 

 102,405 △139,959 112,474

15 仕入債務の増加額    81,494 11,999 15,211

16 その他  29,849 △1,653 △13,814

小計  849,585 404,140 695,764

17 利息及び配当金の受取額  623 752 2,247

18 利息の支払額  △2,870 △4,401 △4,313

19 法人税等の支払額  △310,011 △83,803 △555,617

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 537,326 316,687 138,081

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による支出  △50,246 △50,254 △169,055

２ 定期預金の払戻による収入  50,242 50,250 169,030

３ 有価証券の取得による支出  ― ― △111,778

４ 有価証券の売却による収入  ― ― 111,677

５ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △48,087 △51,893 △107,944

６ 無形固定資産の取得 
  による支出 

 △19,565 △156,404 △95,347

７ 投資有価証券の取得 
  による支出 

 △107,479 △0 △107,516

８ 営業譲受けによる支出  ― ― △1,180,700

９ その他  23,223 △25,830 20,008

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △151,913 △234,132 △1,471,624



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 長期借入金による収入  ― ― 500,000

２ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △4,196 △50,598 △7,529

３ 社債の発行による収入  ― 1,193,455 ―

４ 社債の償還による支出  △28,000 △110,000 △162,000

５ 株式の発行による収入  ― 5,317 59,302

６ 配当金の支払額  △127,498 △132,914 △128,679

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △159,694 905,260 261,093

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

 2,982 405 31,980

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (減少は△) 

 228,700 988,221 △1,040,468

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 2,083,262 1,042,793 2,083,262

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 2,311,963 2,031,015 1,042,793

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社数 ３社 

silex  technology 

america,Inc. 

silex  technology 

europe GmbH 

北京捷希凱網絡技術有

限公司 

すべての子会社を連結

しております。 

(1) 連結子会社数 ３社 

同左 

(1) 連結子会社数 ３社 

同左 

  (2) 主要な非連結子会社 

  非連結子会社はありま

せん。 

(2) 主要な非連結子会社 

同左 

(2) 主要な非連結子会社 

同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

非連結子会社及び関連会社

がないため、持分法の適用

はありません。 

同左 同左 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。 

同左 連結子会社の決算日は、連

結決算日と一致しておりま

す。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

      

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

1) 有価証券 

 その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法に基づき算

定しております。) 

1) 有価証券 

 その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法に基づき

算定しております。) 

1) 有価証券 

 その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

   期末日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法に基づき算定して

おります。) 

   ② 時価のないもの 

   移動平均法に基づく

原価法 

 ② 時価のないもの 

同左 

 ② 時価のないもの 

同左 

  2) たな卸資産 

 ① 商品・製品・仕掛

品・原材料 

   総平均法に基づく原

価法 

2) たな卸資産 

 ① 商品・製品・仕掛

品・原材料 

同左 

2) たな卸資産 

 ① 商品・製品・仕掛

品・原材料 

同左 

   ② 貯蔵品 

   最終仕入原価法に基

づく原価法 

 ② 貯蔵品 

同左 

 ② 貯蔵品 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

1) 有形固定資産 

  主として定率法を採用

しております。 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得の建物

(建物附属設備を除く)

については、定額法を

採用しております。 

  なお主要な耐用年数は

次のとおりでありま

す。 

建物及び 
構築物 10年～31年

機械装置 
及び運搬具 ４年～11年

工具器具 
及び備品 ２年～５年

1) 有形固定資産 

同左 

1) 有形固定資産 

同左 

  2) 無形固定資産 

  自社利用のソフトウエ

アについては、見込利

用可能期間(５年以内)

に基づく定額法を採用

しております。 

2) 無形固定資産 

同左 

2) 無形固定資産 

同左 

      なお、米国連結子会社

の営業権については、

米国財務会計基準審議

会基準書第142号「営

業権及びその他の無形

固定資産」を適用して

おり、当該営業権につ

いては償却を行わず、

減損が発生した場合に

減損を認識し計上いた

します。 

同左 

 (3) 重要な引当金の

計上基準 

1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。 

1) 貸倒引当金 

同左 

1) 貸倒引当金 

同左 

  2) 退職給付引当金 

  従業員の退職金の支給

に備えるため、当中間

連結会計期間末におけ

る退職給付債務の見込

額を計上しておりま

す。 

2) 退職給付引当金 

同左 

2) 退職給付引当金 

  従業員の退職金の支給

に備えるため、当連結

会計年度末における退

職給付債務の見込額を

計上しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  3) 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金

の支給に備えるため、内

規に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。 

なお、当社は、平成17年

１月20日開催の報酬委員

会において、役員退職慰

労金制度を平成16年12月

期定時株主総会終結の時

をもって廃止することを

決議しております。廃止

時における引当額は対象

となる役員の退職まで据

え置き、平成17年４月以

降の新たな引当は行って

おりません。 

3) 役員退職慰労引当金 

同左 

3) 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金

の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

なお、当社は、平成17年

１月20日開催の報酬委員

会において、役員退職慰

労金制度を平成16年12月

期定時株主総会終結の時

をもって廃止することを

決議しております。廃止

時における引当額は対象

となる役員の退職まで据

え置き、平成17年４月以

降の新たな引当は行って

おりません。 

(4) 重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

 (5) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 



会計方針の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は4,171,458千円で

あります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

  

――― 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間まで営業外費用の「その他」に

含めて表示していた「売掛債権売却損」は、営業外費

用合計の100分の10を超えることになったため、当中

間連結会計期間から区分掲記することに変更いたしま

した。 

なお、前中間連結会計期間における「売掛債権売却

損」の金額は497千円であります。 

――― 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(事業税の外形標準課税) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

この結果、販売費及び一般管理費

が8,500千円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利益

はそれぞれ8,500千円減少しており

ます。 

――― 

  

  

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

458,592千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

518,756千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

477,623千円 

※２     ――― ※２    ――― 

    

※２ 連結会計年度末日満期手形の

処理 

   連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。なお、当連結会計年

度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の連結会計年度

末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれております。 

受取手形 25,686千円

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとお

りであります。 

役員報酬 80,915千円

給料手当 225,462千円

賞与手当 60,986千円

退職給付費用 5,988千円

役員退職慰労
引当金繰入額 

1,720千円

研究開発費 153,866千円

支払手数料 38,322千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとお

りであります。 

役員報酬 73,987千円

給料手当 368,617千円

賞与手当 46,892千円

退職給付費用 5,217千円

研究開発費 206,252千円

支払手数料 36,250千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとお

りであります。 

役員報酬 135,403千円

給料手当 507,175千円

退職給付費用 9,867千円

役員退職慰労
引当金繰入額 

1,720千円

研究開発費 300,924千円

支払手数料 74,724千円

※２ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

建物及び 
構築物 

44千円

工具器具及び 
備品 

486千円

ソフトウェア 225千円

計 757千円

※２ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

工具器具及び
備品 

79千円

ソフトウェア 14千円

計 94千円

※２ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

建物及び
構築物 

4,608千円

工具器具及び 
備品 

1,829千円

ソフトウェア 225千円

計 6,663千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

(注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 34,642 102 ― 34,744

計 34,642 102 ― 34,744

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円) 

１株当たり
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年２月16日 
取締役会 

普通株式 135,103 3,900 平成17年12月31日 平成18年３月15日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金 790,704千円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△118,787千円

取得日から３か月
以内に償還期限の
到来する短期投資 

1,640,046千円

現金及び 
現金同等物 

2,311,963千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金 859,667千円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△118,812千円

取得日から３か月
以内に償還期限の
到来する短期投資

1,290,159千円

現金及び 
現金同等物 

2,031,015千円

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金 671,537千円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△118,808千円

取得日から３か月
以内に償還期限の
到来する短期投資 

490,064千円

現金及び
現金同等物 

1,042,793千円

      

――― ――― ２ 営業の譲受けにより増加した資

産及び負債の内訳 

silex technology america, 
Inc.が米国Troy Group,Inc.か
らのワイヤレス部門の譲受けに
伴い増加した資産及び負債の内
訳は次のとおりであります。 

流動資産 293,252千円

固定資産 1,002,719千円

流動負債 △115,271千円

差引営業譲受けに
よる支出 

1,180,700千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び運搬具 7,620 3,429 4,191

工具器具 
及び備品 12,672 3,288 9,383

合計 20,292 6,717 13,574

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び運搬具 7,620 4,953 2,667

工具器具 
及び備品 12,672 6,041 6,630

合計 20,292 10,994 9,297

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置
及び運搬具

7,620 4,191 3,429 

工具器具
及び備品 12,672 4,861 7,810 

合計 20,292 9,052 11,239 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が、有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

同左   なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が、有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が、有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

１年内 4,058千円

１年超 9,515千円

 合計 13,574千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年内 3,930千円

１年超 5,366千円

 合計 9,297千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が、有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。 

１年内 3,899千円

１年超 7,339千円

 合計 11,239千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 2,206千円

減価償却費相当額 2,206千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 2,029千円

減価償却費相当額 2,029千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 4,234千円

減価償却費相当額 4,234千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

当中間連結会計期間末(平成18年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

種類 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 129,108 140,436 11,327

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

合計 129,108 140,436 11,327

短期公社債ファンド 111,661千円

フリーファイナンシャルファンド 1,640,046千円

非上場外国株式 112,580千円

種類 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 129,145 153,124 23,978

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

合計 129,145 153,124 23,978

短期公社債ファンド 111,761千円

フリーファイナンシャルファンド 1,290,159千円

非上場外国株式 113,387千円



前連結会計年度末(平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループは、前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度のいずれにおいてもデリ

バティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

種類 
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 129,145 129,854 709

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

合計 129,145 129,854 709

フリーファイナンシャルファンド 490,064千円

短期公社債ファンド 111,761千円

非上場外国株式 115,161千円



(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの内容 

  

  

決議年月日 平成14年８月22日 平成15年３月28日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役 ２名
当社監査役 ２名
当社従業員 156名
連結子会社取締役 １名

当社監査役 １名
当社従業員 12名

 
 

ストック・オプションの数 普通株式 2,226株 普通株式 78株 

付与日 平成14年８月22日 平成15年３月28日 

権利確定条件 ― ― 

対象勤務期間 ― ― 

権利行使期間 
自 平成16年９月１日
至 平成19年８月31日 

自 平成17年４月15日 
至 平成20年４月14日 

権利行使条件 

１ 新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、当
社又は、当社の子会社の取締
役、監査役もしくは従業員の地
位にあることを要す。ただし、
任期満了による退任、定年退職
その他正当な理由がある場合は
この限りではない。 

２ その他細目については、当社と
対象者の間で締結した新株予約
権割当契約に定めるところによ
る。 

同左 

決議年月日 平成16年３月30日 平成18年３月29日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役 ５名
当社執行役 ６名
当社従業員 64名
  
  

当社取締役 ４名
当社執行役 ６名
当社従業員 195名
子会社取締役 ２名
子会社従業員 23名

ストック・オプションの数 普通株式 345株 普通株式 700株 

付与日 平成16年９月13日 平成18年４月21日 

権利確定条件 ― ― 

対象勤務期間 ― ― 

権利行使期間 
自 平成18年４月15日
至 平成21年４月14日 

自 平成20年４月15日 
至 平成23年４月14日 

権利行使条件 

１ 新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、当
社又は、当社の子会社の取締
役、執行役もしくは従業員の地
位にあることを要す。ただし、
任期満了による退任、定年退職
その他正当な理由がある場合は
この限りではない。 

２ その他細目については、当社と
対象者の間で締結した新株予約
権割当契約に定めるところによ
る。 

同左 



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  ① ストック・オプションの数 

(単位：株) 

  

  ② 単価情報 

      (単位：円) 

  

決議年月日 平成14年８月22日 平成15年３月28日 平成16年３月30日 平成18年３月29日 

権利確定前    

 前連結会計年度末 ─ ─ 341 ─

 付与 ─ ─ ─ 700

 失効 ─ ─ ４ １

 権利確定 ─ ─ 337 ─

 当中間連結会計期間末 ─ ─ ─ 699

権利確定後    

 前連結会計年度末 1,050 54 ─ ─

 権利確定 ─ ─ 337 ─

 権利行使 96 ６ ─ ─

 失効 ─ ─ ─ ─

 当中間連結会計期間末 954 48 337 ─

決議年月日 平成14年８月22日 平成15年３月28日 平成16年３月30日 平成18年３月29日 

権利行使価格 55,000 77,500 350,223 311,755

権利行使時の平均株価 282,313 292,000 ─ ─

公正な評価単価(付与
日) 

─ ─ ─ ─



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成18年１月１

日 至 平成18年６月30日)並びに前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

当社グループはプリントサーバを主とするコンピュータ周辺機器の開発・製造・販売のみを事業として行って

おりますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

  (1) 北米 ……………… 米国 

  (2) その他の地域 …… ドイツ、中国 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

  (1) 北米 ……………… 米国 

  (2) その他の地域 …… ドイツ、中国 

  

  日本 北米 
その他の
地域 

計
消去又は 
全社 

連結 

 売上高      

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

2,240,328 666,667 69,815 2,976,810 ─ 2,976,810

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

114,515 3,854 4,438 122,808 (122,808) ─

計 2,354,843 670,521 74,253 3,099,619 (122,808) 2,976,810

 営業費用 2,100,197 673,748 100,988 2,874,935 (214,694) 2,660,240

 営業利益又は 
 営業損失(△) 

254,646 △3,227 △26,735 224,684 91,885 316,570

  日本 北米 
その他の
地域 

計
消去又は 
全社 

連結 

 売上高      

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

4,347,716 335,061 91,312 4,774,090 ─ 4,774,090

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

317,664 5,577 3,500 326,742 (326,742) ─

計 4,665,381 340,638 94,813 5,100,833 (326,742) 4,774,090

 営業費用 4,040,448 540,221 151,388 4,732,059 (488,921) 4,243,137

 営業利益又は 
 営業損失(△) 

624,932 △199,583 △56,575 368,773 162,179 530,953



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年１月１日

至 平成17年12月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

  (1) 北米 ……………… 米国 

  (2) その他の地域 …… ドイツ、中国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

  北米 その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高 666,667 86,902 753,569

Ⅱ 連結売上高 ─ ─ 2,976,810

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 22.4 2.9 25.3

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 119,794円20銭 120,062円71銭 118,921円89銭 

１株当たり中間(当期)
純利益 

7,740円92銭 5,590円47銭 8,218円82銭 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)
純利益 

7,323円97銭 5,342円36銭 7,812円50銭 

項目 
前中間連結会計期間末
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

中間連結貸借対照表の純資産の部の合
計額(千円) 

― 4,171,458 ―

普通株式に係る純資産額(千円) ― 4,171,458 ―

中間連結貸借対照表の純資産の部の合
計額と１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式に係る中間連結会計
期間末の純資産額との差額(千円) 

― ― ―

普通株式の発行済株式数(株) ― 34,744 ―

普通株式の自己株式数(株) ― ― ―

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数(株) 

― 34,744 ―



２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

  

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

１株当たり中間(当期)純利益  

中間(当期)純利益(千円) 259,707 193,922 276,859

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円) 

259,707 193,922 276,859

普通株式の期中平均株式数(株) 33,550 34,688 33,686

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益 

 

中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ―

普通株式数増加数(株) 1,910 1,611 1,752

(うち新株予約権(株)) (1,910) (843) (1,752)

(うち新株予約権付社債(株)) (―) (768) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益の
算定に含めなかった潜在株式の概要 

―

(新株予約権)
株主総会の特別決議日 
平成16年３月30日 
(新株予約権337個) 
株主総会の特別決議日 
平成18年３月29日 
(新株予約権699個) 

―



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――― （第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債の株式への転換） 

当中間連結会計期間終了後、第

１回無担保転換社債型新株予約

権付社債の権利行使による株式

への転換が行なわれました。 

(1) 行使期間 

平成18年７月１日から 

平成18年８月31日まで 

(2) 転換行使額面総額 

   800,000千円 

(3) 資本金の増加額 

   399,789千円 

(4) 資本準備金の増加額 

399,789千円 

(5) 増加した株式の種類及び株数 

   普通株式 4,465株 

上記には、平成18年９月１日から

この半期報告書提出日までの権利

行使は含まれておりません。 

  

（大阪拠点移転計画の決定） 

平成18年８月２日の代表執行役

社長の決定により、大阪拠点を

移転し新社屋を建設する計画を

決定いたしました。 

(1) 新社屋の所在地 

京都府相楽郡精華町光台二丁

目３番１および３ 

(2) 敷地面積 

     11,195.44㎡ 

(3) 投資予定総額 

   800,000千円 

(4) 建設時期 

   平成18年12月 着工予定 

平成20年１月 業務開始予定 

(5) 新社屋の機能 

   研究開発機能、生産機能、管

理本部機能を一棟に集約し、

業務運営を行う。 

  

(新株予約権の付与) 

平成18年３月29日定時株主総会

において、商法第280条ノ20及

び商法第280条ノ21の規定に基

づき「ストックオプションとし

て新株予約権を発行する件」を

決議いたしました。 

 (1) 新株予約権の割当を受ける者 

当社の取締役、執行役、従業

員および当社子会社の取締

役、従業員 

 (2) 新株予約権の目的となる株式

の種類及び数 

当社普通株式700株を上限と

する。ただし、当社が株式分

割または株式併合を行う場

合、目的たる株式の数を調整

するものとする。かかる調整

は本新株予約権のうち、当該

時点で権利行使されていない

新株予約権の目的たる株式の

数についてのみ行われ、調整

の結果１株未満の端数が生じ

た場合は、これを切り捨てる

ものとする。 

 (3) 発行する新株予約権の総数 

700個(新株予約権１個あたり

の目的となる株式数１株) 

 (4) 新株予約権の発行価額 

無償とする。 

 (5) 新株予約権行使時に払込をす

べき金額 

新株予約権発行の日の属する

月の前月各日(取引が成立し

ない日は除く)のジャスダッ

ク証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値の平

均値に1.05を乗じた金額と

し、１円未満の端数は切り上

げる。ただし、その金額が新

株予約権発行の日の終値(取

引が成立しない場合はそれに

先立つ直近日の終値)を下回

る場合は、新株予約権発行の

日の終値とする。 



  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

    なお、新株予約権発行後、当

社が株式分割または株式併合

を行う場合、および時価を下

回る価額で新株発行または自

己株式の処分を行う場合は、

払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切

り上げる。 

     (6) 新株予約権の行使期間 

平成20年４月15日から平成23

年４月14日まで 

     (7) 新株予約権利行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた

者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社

の取締役、執行役、従業員

の地位にあることを要す。

ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な

理由がある場合はこの限り

ではない。 

    ② その他、新株予約権権利行

使の条件は、取締役会決議

に基づき、当社と新株予約

権の割当を受けた者との間

で締結する「新株予約権付

与契約」に定めるところと

する。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    651,039 777,976   520,817 

２ 受取手形 ※２  199,023 181,369   184,825 

３ 売掛金    735,423 865,942   1,037,073 

４ 有価証券    1,751,708 1,401,921   601,826 

５ たな卸資産    555,849 577,377   527,814 

６ 未収入金    233,971 402,171   236,053 

７ その他    151,098 115,418   66,881 

貸倒引当金    △2,200 △2,700   △2,700 

流動資産合計    4,275,913 76.9 4,319,478 61.4   3,172,593 55.5

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 土地    277,054 277,054   277,054 

(2) その他    219,436 213,697   215,853 

有形固定資産合計    496,490 8.9 490,751 7.0   492,907 8.6

２ 無形固定資産    42,648 0.8 247,638 3.5   111,489 2.0

３ 投資その他の資産          

(1) 関係会社株式    ― 1,385,263   1,385,263 

(2) その他    742,621 590,419   554,203 

投資その他の資産 
合計    742,621 13.4 1,975,683 28.1   1,939,467 33.9

固定資産合計    1,281,759 23.1 2,714,074 38.6   2,543,864 44.5

資産合計    5,557,673 100.0 7,033,553 100.0   5,716,457 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形    111,255 63,693   87,542 

２ 買掛金    213,367 217,198   187,625 

３ １年以内返済予定 
  長期借入金    ― 96,096   96,096 

４ １年以内償還予定 
  社債    244,000 120,000   220,000 

５ 未払金    237,333 229,136   110,713 

６ 未払法人税等    273,103 175,727   84,563 

７ その他 ※３  41,843 72,855   45,658 

流動負債合計    1,120,902 20.2 974,706 13.9   832,198 14.6

Ⅱ 固定負債          

１ 社債    120,000 ―   10,000 

２ 新株予約権付社債    ― 1,200,000   ― 

３ 長期借入金    ― 349,973   400,571 

４ 退職給付引当金    227,400 252,700   236,900 

５ 役員退職慰労引当金    43,900 43,900   43,900 

固定負債合計    391,300 7.0 1,846,573 26.2   691,371 12.1

負債合計    1,512,202 27.2 2,821,279 40.1   1,523,569 26.7

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,450,207 26.1 ― ―   1,480,372 25.9

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   1,502,578   ― 1,532,743   

資本剰余金合計    1,502,578 27.0 ― ―   1,532,743 26.8

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   11,590   ― 11,590   

２ 任意積立金   80,000   ― 80,000   

３ 中間(当期)未処分 
  利益   986,915   ― 1,078,770   

利益剰余金合計    1,078,505 19.4 ― ―   1,070,360 20.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    14,179 0.3 ― ―   9,412 0.1

資本合計    4,045,470 72.8 ― ―   4,192,888 73.3

負債及び資本合計    5,557,673 100.0 ― ―   5,716,457 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 1,483,244 21.1   ― ―

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   ―   1,535,615 ―   

資本剰余金合計    ― ― 1,535,615 21.8   ― ―

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―   11,590 ―   

(2) その他利益剰余金          

別途積立金   ―   80,000 ―   

繰越利益剰余金   ―   1,079,662 ―   

利益剰余金合計    ― ― 1,171,252 16.7   ― ―

株主資本合計    ― ― 4,190,112 59.6   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 22,161 0.3   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 22,161 0.3   ― ―

純資産合計    ― ― 4,212,273 59.9   ― ―

負債及び純資産合計    ― ― 7,033,553 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    2,451,831 100.0 2,354,843 100.0   4,665,381 100.0

Ⅱ 売上原価    1,127,907 46.0 1,238,860 52.6   2,405,487 51.6

売上総利益    1,323,924 54.0 1,115,983 47.4   2,259,893 48.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    856,430 34.9 861,337 36.6   1,644,111 35.2

営業利益    467,493 19.1 254,646 10.8   615,782 13.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  11,394 0.5 3,978 0.2   30,027 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  3,490 0.2 16,403 0.7   8,102 0.2

経常利益    475,397 19.4 242,221 10.3   637,707 13.6

Ⅵ 特別利益    700 0.0 ― ―   200 0.0

Ⅶ 特別損失    757 0.0 79 0.0   6,663 0.1

税引前中間(当期) 
純利益    475,340 19.4 242,142 10.3   631,243 13.5

法人税、住民税 
及び事業税   258,055   167,055 289,511   

法人税等調整額   △50,608 207,447 8.5 △60,909 106,146 4.5 △18,015 271,496 5.8

中間(当期)純利益    267,892 10.9 135,995 5.8   359,747 7.7

前期繰越利益    719,023 ―   719,023 

中間(当期)未処分 
利益    986,915 ―   1,078,770 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

株主資本 
評価・換算

差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 
資本準備金 利益準備金 

その他
利益剰余金 

別途積立金
繰越利益

剰余金 

平成17年12月31日残高(千円) 1,480,372 1,532,743 11,590 80,000 1,078,770 4,183,475 9,412 

中間会計期間中の変動額               

 新株の発行 2,872 2,872       5,745   

 剰余金の配当         △135,103 △135,103   

 中間純利益         135,995 135,995   

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)             12,748 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 2,872 2,872 ― ― 891 6,636 12,748 

平成18年６月30日残高(千円) 1,483,244 1,535,615 11,590 80,000 1,079,662 4,190,112 22,161 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 1) 子会社株式 

   移動平均法に基づく

原価法 

(1) 有価証券 

 1) 子会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

 1) 子会社株式 

同左 

   2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

   中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法に基づき算

定しております。) 

 2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

   中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法に基づき

算 定 し て お り ま

す。) 

 2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

   期末日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法に基づき算定して

おります。) 

   ② 時価のないもの 

   移動平均法に基づく

原価法 

 ② 時価のないもの 

同左 

 ② 時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

 1) 商 品・製品・仕掛

品・原材料 

   総平均法に基づく原

価法 

(2) たな卸資産 

 1) 商 品・製品・仕掛

品・原材料 

同左 

(2) たな卸資産 

 1) 商 品・製品・仕掛

品・原材料 

同左 

   2) 貯蔵品 

   最終仕入原価法に基

づく原価法 

 2) 貯蔵品 

同左 

 2) 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しており

ます。 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得の建物

(建物附属設備を除く)

については、定額法を

採用しております。 

  なお主要な耐用年数

は次のとおりであり

ます。 

建物 10年～31年

機械及び 
装置 11年

工具器具 
備品 ２年～５年

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  自社利用のソフトウエ

アについては、見込利

用可能期間(５年以内)

に基づく定額法を採用

しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法を採用しており

ます。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

３ 繰延資産の処理方

法 

(1) 新株発行費 

――― 

  

  

(2) 社債発行費 

――― 

(1) 新株発行費 

支出時に、全額費用と

して処理しておりま

す。 

(2) 社債発行費 

支出時に、全額費用と

して処理しておりま

す。 

  

(1) 新株発行費 

支出時に、全額費用と

して処理しておりま

す。 

(2) 社債発行費 

――― 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計

期間末における退職給

付債務の見込額を計上

しております。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務の見

込額を計上しておりま

す。 

  (3) 役員退職慰労引当金 

  役員に対する退職慰労

金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間

期末要支給額を計上し

ております。 

なお、当社は、平成17

年１月20日開催の報酬

委員会において、役員

退職慰労金制度を平成

16年12月期定時株主総

会終結の時をもって廃

止することを決議して

おります。廃止時にお

ける引当額は対象とな

る役員の退職まで据え

置き、平成17年４月以

降の新たな引当は行っ

ておりません。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

  役員に対する退職慰労

金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末

要支給額を計上してお

ります。 

なお、当社は、平成17

年１月20日開催の報酬

委員会において、役員

退職慰労金制度を平成

16年12月期定時株主総

会終結の時をもって廃

止することを決議して

おります。廃止時にお

ける引当額は対象とな

る役員の退職まで据え

置き、平成17年４月以

降の新たな引当は行っ

ておりません。 

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計方針の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は4,212,273千円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

  

――― 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

――― (中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示していた「関係会社株式」は、資産の

総額の100分の５を超えることになったため、当中間会計

期間から区分掲記することに変更いたしました。 

 なお、前中間会計期間における「関係会社株式」の金

額は224,863千円であります。 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(事業税の外形標準課税) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費が

8,500千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益はそれぞ

れ8,500千円減少しております。 

――― 

  

  

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年６月30日) 

前事業年度末 
(平成17年12月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

450,913千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

497,082千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

466,532千円 

※２     ――― ※２    ――― ※２ 期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理しております。な

お、当期末日が金融機関の休

日であったため、次の期末日

満期手形が期末残高に含まれ

ております。 

受取手形 25,686千円

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示しており

ます。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３     ――― 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 86千円

有価証券利息 28千円

為替差益 3,505千円

役員保険 

解約益 
6,709千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 96千円

有価証券利息 119千円

役員保険 

解約益 
2,646千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 184千円

有価証券利息 151千円

役員保険 

解約益 
6,709千円

為替差益 18,901千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 733千円

社債利息 1,101千円

支払保証料 1,101千円

売掛債権 

売却損 
553千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 4,210千円

社債利息 410千円

支払保証料 465千円

新株発行費 427千円

社債発行費 6,544千円

為替差損 3,761千円

売掛債権 

売却損 
584千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,940千円

社債利息 1,956千円

支払保証料 2,204千円

新株発行費 1,027千円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 32,336千円

無形固定資産 15,831千円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 36,940千円

無形固定資産 20,100千円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 74,785千円

無形固定資産 35,363千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

車両運搬具 7,620 3,429 4,191

工具器具 
備品 12,672 3,288 9,383

合計 20,292 6,717 13,574

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

車両運搬具 7,620 4,953 2,667

工具器具 
備品 12,672 6,041 6,630

合計 20,292 10,994 9,297

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 7,620 4,191 3,429 

工具器具
備品 12,672 4,861 7,810 

合計 20,292 9,052 11,239 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が、有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

同左   なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が、有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が、有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

１年内 4,058千円

１年超 9,515千円

 合計 13,574千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年内 3,930千円

１年超 5,366千円

 合計 9,297千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が、有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。 

１年内 3,899千円

１年超 7,339千円

 合計 11,239千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 2,206千円

減価償却費相当額 2,206千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 2,029千円

減価償却費相当額 2,029千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 4,234千円

減価償却費相当額 4,234千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間及び当中間会計期間並びに前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――― （第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債の株式への転換） 

当中間会計期間終了後、第１回

無担保転換社債型新株予約権付

社債の権利行使による株式への

転換が行なわれました。 

(1) 行使期間 

平成18年７月１日から 

平成18年８月31日まで 

(2) 転換行使額面総額 

   800,000千円 

(3) 資本金の増加額 

   399,789千円 

(4) 資本準備金の増加額 

399,789千円 

(5) 増加した株式の種類及び株数 

   普通株式 4,465株 

上記には、平成18年９月１日か

らこの半期報告書提出日までの

権利行使は含まれておりませ

ん。 

  

（大阪拠点移転計画の決定） 

平成18年８月２日の代表執行役

社長の決定により、大阪拠点を

移転し新社屋を建設する計画を

決定いたしました。 

(1) 新社屋の所在地 

京都府相楽郡精華町光台二丁

目３番１および３ 

(2) 敷地面積 

     11,195.44㎡ 

(3) 投資予定総額 

   800,000千円 

(4) 建設時期 

   平成18年12月 着工予定 

平成20年１月 業務開始予定 

(5) 新社屋の機能 

   研究開発機能、生産機能、管

理本部機能を一棟に集約し、

業務運営を行う。 

(新株予約権の付与) 

平成18年３月29日定時株主総会

において、商法第280条ノ20及

び商法第280条ノ21の規定に基

づき「ストックオプションとし

て新株予約権を発行する件」を

決議いたしました。 

 (1) 新株予約権の割当を受ける者 

当社の取締役、執行役、従業

員および当社子会社の取締

役、従業員 

 (2) 新株予約権の目的となる株式

の種類及び数 

当社普通株式700株を上限と

する。ただし、当社が株式分

割または株式併合を行う場

合、目的たる株式の数を調整

するものとする。かかる調整

は本新株予約権のうち、当該

時点で権利行使されていない

新株予約権の目的たる株式の

数についてのみ行われ、調整

の結果１株未満の端数が生じ

た場合は、これを切り捨てる

ものとする。 

 (3) 発行する新株予約権の総数 

700個(新株予約権１個あたり

の目的となる株式数１株) 

 (4) 新株予約権の発行価額 

無償とする 

 (5) 新株予約権行使時に払込をす

べき金額 

新株予約権発行の日の属する

月の前月各日(取引が成立し

ない日は除く)のジャスダッ

ク証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値の平

均値に1.05を乗じた金額と

し、１円未満の端数は切り上

げる。ただし、その金額が新

株予約権発行の日の終値(取

引が成立しない場合はそれに

先立つ直近日の終値)を下回

る場合は、新株予約権発行の

日の終値とする。 



  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

    なお、新株予約権発行後、当

社が株式分割または株式併合

を行う場合、および時価を下

回る価額で新株発行または自

己株式の処分を行う場合は、

払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切

り上げる。 

     (6) 新株予約権の行使期間 

平成20年４月15日から平成23

年４月14日まで 

     (7) 新株予約権利行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた

者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社

の取締役、執行役、従業員

の地位にあることを要す。

ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な

理由がある場合はこの限り

ではない。 

    ② その他、新株予約権権利行

使の条件は、取締役会決議

に基づき、当社と新株予約

権の割当を受けた者との間

で締結する「新株予約権付

与契約」に定めるところと

する。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第16号(連結子会社の営
業譲受)の規定に基づくもの 

  平成18年１月30日 
近畿財務局長に提出。 

            
(2) 有価証券報告書 

及びその添付書類 
事業年度 
(第33期) 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

  平成18年３月29日 
近畿財務局長に提出。 

            
(3) 有価証券届出書 

及びその添付書類 
 第三者割当による新株予約権付社債
の発行 

  平成18年４月３日 
近畿財務局長に提出。 

            
(4) 臨時報告書  企業内容等の開示に関する内閣府令

第19条第２項第２号の２(ストックオ
プション制度に伴う新株予約権の発
行)の規定に基づくもの 

  平成18年４月21日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月２９日

サイレックス・テクノロジー株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイレックス・テク

ノロジー株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年１月１日

から平成１７年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、サイレックス・テクノロジー株式会社及び連結子会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 内 茂 之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 西 倭 夫 

      



  

独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年9月29日

サイレックス・テクノロジー株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  

  

  

  

  
私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイレック

ス・テクノロジー株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18

年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務

諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、サイレックス・テクノロジー株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

  

以 上

  

霞 が 関 監 査 法 人 
  

 
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 剱 持 俊 夫 

 
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 藤 本 勝 美 

あ ら た 監 査 法 人 
  

 
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 大 津 景 豊 

  
 (※)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月２９日

サイレックス・テクノロジー株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイレックス・テク

ノロジー株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第３３期事業年度の中間会計期間（平成１７年１月１日

から平成１７年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、サイレ

ックス・テクノロジー株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１月１

日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 内 茂 之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 西 倭 夫 

      



  

独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年9月29日

サイレックス・テクノロジー株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  

  

  

  

  
私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイレック

ス・テクノロジー株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第34期事業年度の中間会計期間（平成18年

１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続を適用して行われている。私どもは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、サイレックス・テクノロジー株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

  

以 上

  

霞 が 関 監 査 法 人 
  

 
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 剱 持 俊 夫 

 
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 藤 本 勝 美 

あ ら た 監 査 法 人 
  

 
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 大 津 景 豊 

  
 (※)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 
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